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国立研究開発法人

国立成育医療研究センター

理事長　五十嵐　隆

当センターは、わが国の成育医療・研究の中枢として、健全な

次世代を育成するために、医学･医療･保健などの分野でわが国の

社会に大きな貢献をして参りました。

「成育医療」とは新たな医療の概念です。胎児期、新生児期、

乳幼児期、学童期、思春期を経て次世代を育成する成人期にまで

至る「人のライフサイクル（リプロダクション サイクル）」の過程で

生じる様々な健康問題を包括的に捉え、且つそれに適切に対応

することを目指す医療を意味します。

私は加藤達夫名誉総長がこれまでに進めてこられた当センター

の独立法人化への取り組みを引き継ぎ、これを大きなチャンスとして

捉え、「成育医療」の推進に向けて病院･研究所の更なる活性化を

目指したいと考えます。

良い臨床は優れた研究に裏打ちされます。当センターは病院と研究所とが一体化した組織です。

臓器移植や再生医療などを含む高度で先進的な医療の開発と提供を目指すと共に、妊産婦医療

新生児医療、小児救急医療などを含む成育医療全般について、チーム医療や包括的医療をベース

にした優れた医療モデルを確立し全国的に展開すると共に、基礎･臨床面での優れた研究成果を

世界に向けて発信したいと考えます。さらに、新しい医療を開発し、わが国にとって必要な新たな

政策提言を行う所存です。また、次世代の「成育医療」を担うために必要な医療関係者と研究者の

育成にも力を注いでいます。

当センターは、世界に誇る医療・研究への取り組みを行っておりますが、地球環境についての配慮

も必要でCO2排出による地球温暖化削減が求められています。さらにわが国では東日本大震災を契

機に原子力発電の見直しによる電力不足や、原子力環境に対する国民の意識の変化が高まり、当セ

ンターとしても、事業活動を行うにあたり、省エネ、省資源への取り組み、環境に優しい事業の展開に

取り組むことが求められています。当センターでは、現在コージェネによる廃熱利用、雨水リサイクル

中水や、節水型蛇口の導入、LED電球への切替、照明の間引き使用、環境物品等の調達など、環境

負荷の低減に積極的に取り組んでおります。

このたび、２０２２年度における当センターの事業活動における取り組み状況を「令和４年度環境

報告書」として取り纏めました。

国立成育医療研究センターでは社会の一機関として、地球に優しい環境に寄与すべく

環境保全への取り組みを進めて参りたいと考えております。

１．理事長挨拶
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◆沿革

◆理念と方針

平成14年 3月 国立大蔵病院と国立小児病院を統合し、国立成育医療センターを開設

平成16年10月 研究所 新研究棟へ移転

平成22年 4月 独立行政法人に移行

平成27年 4月 国立研究開発法人に移行

○国立大蔵病院

昭和13年 東京第二陸軍病院大蔵臨時分院として開設

昭和20年 6月 東京陸軍第四病院に改編

昭和20年12月 厚生省に移管 国立大蔵病院として発足

昭和21年 3月 附属看護婦養成所開設

昭和43年 9月 附属助産婦学院開校

昭和50年 4月 附属看護・助産婦学校開校

平成10年 4月 国立東京第二病院附属看護学校と統合

○国立小児病院

明治32年 3月 東京第二衛生病院として創設

昭和20年12月 厚生省に移管 国立世田谷病院として発足

昭和40年 4月 国立小児病院として発足

○理念

病院と研究所が一体となり、健全な次世代を育成するための医療と研究を推進します。

○基本方針

成育医療のモデル医療や高度先駆的医療をチーム医療により提供します。

成育医療の調査・研究を推進します。

成育医療の専門家を育成し啓発普及のための教育研修を行います。

成育医療の情報を集積し社会に向けて発信します。

２．国立成育医療研究センター概要
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　◆組織図

監事
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執行役員会
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•省エネ・省資
源に努めます1

•環境に関する
法令を遵守し
ます

2

•地球環境への
負荷低減を目
指します

3

•持続可能な社
会の発展に寄
与します

4

◆コージェネレーション発電機の活用
・コージェネレーション発電機（災害時兼用型）を定常的に運転し、センター総電力の

約５分の１を発電し、商用電力使用の削減を行っている。

特に冬場は発電時の排熱を利用し、空調・給湯に効率よく利用しています。

・研究所においては氷蓄熱設備を利用し、通年で空調設備の電力・ガスの昼間のピーク

カットを行っています。

◆環境負荷の低減への取り組み

・ トイレ等の中水については、雨水を利用しています。駐車場は透水性舗装とし

環境負荷への低減に努めています。

・平成23年3月より、各照明器具の間引きを実行中です。

・廊下、トイレの共有部門に人感センサーを設置し、節電に取り組んでおります。

・当センターの敷地内には、世田谷区より指定されている保存樹木が多数あり

その保存とさらなる緑化に努めています。

３．環境配慮の基本方針

４．環境配慮の具体的な取り組み
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　１）エネルギー資源投入量

◆総エネルギー消費量（熱量換算：単位GJ)

都市ガス 電力 A重油

136,035 215,103 58.3

143,145 197,309 79.8

145,755 191,984 58.3

158,040 193,817 96.2

142,484 209,575 74.7

153,404 204,769 170.1

153,366 204,049 93.8

174,668 195,397 48.9

150,241 193,726 75.9

86.0% 99.1% 155.2%

令和3年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

対前年比

令和元年度

平成29年度

平成30年度

令和2年度

令和4年度

当センターは、契約電力500Ｋｗ以上の大口契約者ですが、「電力使用制限令」は、医療施設であるため、削減

は減免されています。しかしながら、積極的にコージェネレーションで発電し、自主的に削減率 17％以上、実施

しています。

今後共、更なるエネルギー消費の削減と、費用の削減に努め、地球温暖化の抑制に努めてまいります。

[熱量換算 単位 GJ ギガ・ジュールとは]

使用した各燃料等を国際標準の熱量換算係数を用いて換算後、発熱量１ギガ・ジュールを

原油0.0258キロリットルとして換算した、総エネルギー消費量を表す際の発熱量単位。

[換算係数]

都市ガス ： 13A:45GJ/千ｍ３

昼間電力 ： 9.97GJ/ｋｗｈ

夜間電力 ： 9.28GJ/ｋｗｈ

Ａ重油 ： 39.10GJ/KL

５．環境配慮の取り組み状況
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◆令和4年度　総エネルギー消費量　[熱量GJ]

都市ガス 電力 A重油

150,241 193,726 76

◆年度推移

都市ガス
都市ガス

都市ガス

都市ガス

都市ガス

都市ガス
都市ガス

都市ガス

都市ガス

電力 電力 電力 電力 電力 電力 電力 電力
電力

A重油 A重油 A重油 A重油 A重油 A重油 A重油 A重油
A重油
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電力
56.31%

A重油
0.02%

令和4年度総エネルギー消費量
［単位GJ］

都市ガス

電力

A重油
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◆各エネルギー使用量　年度推移グラフ
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◆コピー用紙購入量（A4換算）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 対前年度比

38,840 38,049 43,008 34,020 27,598 30,040 30,536 101.65%

9,610,000 9,425,000 10,478,500 9,063,500 6,813,500 7,510,000 7,634,000 101.65%

◆調達重量

２）紙資源購入量

調達重量（Kg)

調達数量（枚）

国立成育医療研究センターにおいては、平成14年の開設当初より電子掲示板を導入し、院内への通達やお知

らせなどは、イントラ掲示板に掲示することにしております。

各部署内の回覧についても、メーリングリストを活用し、できる限りPDF化した文書をメール添付で配布するよう

にしています。 このようにペーパーレス化を積極的に推進しております。

また、新型コロナ対策として、従来の対面での紙の資料を用いた会議を減らし、オンライン会議に伴う資料のデジ

タル化により、紙資源の使用量減少に努めております。

38,840 38,049
43,008

34,020
27,598 30,040 30,536

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

単
位
㎏

調達重量
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◆水資源投入量（単位：ｍ3）

上水 下水 中水

224,002 181,044 1,645

242,544 199,525 1,196

240,706 192,895 682

241,720 199,211 671

222,264 177,395 446

217,824 170,302 305

214,308 163,419 406

216,347 166,099 306

214,610 161,361 248

99.2% 97.1% 81.0%

令和4年度

３）水資源投入量

平成26年度

令和元年度

令和3年度

対前年比

平成28年度

令和2年度

平成30年度

平成27年度

平成29年度

国立成育医療研究センターにおける令和元年度の水資源投入量については、各手洗い場におけるポスター掲示な

どによる職員への節水意識の徹底、節水コマの設置による節減などの効果により、前年度と比較し減となっておりま

す。

トイレ等の排水は、雨水を再利用した中水にて行っており、自然環境に配慮しております。

224,002 242,544 240,706 241,720 222,264 217,824 214,308 216,347 214,610

181,044
199,525 192,895 199,211

177,395 170,302 163,419 166,099 161,361

1,645
1,196 682 671

446 305 406 306 248

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

単
位
㎥

上下水道使用量

中水

下水

上水

10



４）ＣＯ2排出量

◆CO2ガス排出量（排出量換算：単位ｔ－CO2)

都市ガス 電力 A重油

4,759 8,241 4.0

7,253 7,867 5.5

7,005 9,884 3.0

7,881 9,805 6.7

6,809 10,279 5.2

7,370 10,136 11.8

7,330 10,102 6.5

8,710 9,880 3.4

7,179 9,852 5.0

82.4% 99.7% 148%

都市ガス 電力 A重油

平成27年度 4,759 8,241 0.0

平成26年度

平成28年度

令和3年度

令和元年度

平成29年度

対前年比

平成30年度

令和2年度

平成27年度

令和4年度

国立成育医療研究センターでは、CO2ガスの排出量をできる限り抑え、地球温暖化の防止に努めた設計となってお

ります。コージェネレーション設備の排熱を利用できる排熱投入型の冷温水発生機を有し、空調、給湯に利用してい

ます。

電気の調達においても入札参加条件の一部に前年度の１ｋｗｈあたりの二酸化炭素排出係数（単位：㎏－CO2/ｋｗ

ｈ）の評価点を設けており、契約会社へも期間内の努力義務を施しております。 今後においては、設備の運用方法、

並びに省エネタイプへの機器更新、改良工事等を検討し、CO2ガスの排出削減に努めてまいります。

[排出量 単位 ｔ-CO2 トン・シーオーツーとは]

各燃料当の使用に伴う二酸化炭素その他の温室効果ガスの排出の量を、

排出係数を用いて相当する温室効果を有する二酸化炭素の重量に換算した単位
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◆年度推移

◆令和4年度CO2排出量

都市ガス 電力 重油
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令和4年度CO2排出量
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電力
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５）廃棄物の適正処理

◆廃棄物実績　[単位：Kg]

一般廃棄物
感染性
廃棄物

資源ゴミ 計

216,852 310,093 118,747 645,691

195,112 317,275 112,649 625,036

201,955 316,639 121,201 639,795

200,895 347,658 145,391 693,944

172,386 334,643 121,852 628,881

181,721 386,030 137,565 705,316

203,460 400,759 139,989 744,208

112.0% 103.8% 101.8% 105.5%対前年比

平成29年度

平成30年度

令和3年

令和2年

令和4年

令和元年

平成28年度

国立成育医療研究センターから出されるすべての廃棄物は、事業系廃棄物となります。

事業系廃棄物は、大きく一般廃棄物と産業系廃棄物に分かれます。そのうち一般廃棄物は

世田谷区の基準に沿って可燃ごみ、不燃ごみ、カン、びん、ペットボトルに分別し、区が許可

した一般廃棄物処理業者に委託して処理しております。

当センターの産業廃棄物は医療系廃棄物となるため、一般廃棄物とは明確に区分され

ます。医療系廃棄物のうち、血液等が付着した布類や、使用済みの注射針などは、

感染性廃棄物となります。この扱いにおいては、発生の時点で、他の廃棄物に絶対に混入

しないよう、写真入りの『ゴミの分別表』ポスター（※次ページ参照）を各所に掲示して、

注意を促しています。感染性廃棄物はさらに体貫通性がある物は専用のプラボックスへ

体貫通性がない物は専用のダンボールボックスへと分別されます。

各部署から排出された感染性廃棄物は専用の容器で搬出され、清掃請負業者によって

いったんセンター内指定の集積所に搬入されます。その後、産業廃棄物委託業者が

収集・運搬・処理を行っています。その際には、排出量を記載した産業廃棄物管理表

（マニュフェスト）を交付し、排出から最終処分までの処理が適正になされているか確認して

います。このように、運搬・処理の過程においても、感染事故が発生しないように細心の注意を

払っています。

事業系廃棄物

一般廃棄物

産業系廃棄物

（医療系廃棄物）

感染性廃棄物

非感染性廃棄物

体貫通性廃棄物

非体貫通性廃棄物
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◆ゴミの分別ポスター
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６）グリーン購入・調達状況

◆特定調達品目の調達状況

目標値
環境物品等
調達品目

目標達成
調達品目

目標達成率

100% 3品目 3品目 100%

100% 22品目 22品目 100%

100% 3品目 3品目 100%

100% 2品目 2品目 -

100% 3品目 3品目 100%

100% 0品目 0品目 －

100% 0品目 0品目 －

100% 0品目 0品目 －

100% 0品目 0品目 －

100% 33品目 33品目 100%

その他繊維製品

設備

総計

OA機器

分野

照明

紙類

文具類

オフィス家具等

自動車等

作業手袋

循環型社会の形成のためには、「再生品等の供給面の取組」に加え、「需要面からの取組が

重要である」という観点から、平成１２年５月に循環型社会形成推進基本法の個別法の一つと

して「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」が制定されました。

同法は、国等の公的機関が率先して環境物品等（環境負荷低減に資する製品・サービス）

の調達を推進するとともに、環境物品等に関する適切な情報提供を促進することにより

需要の転換を図り、持続的発展が可能な社会の構築を推進することを目指しています。また

国等の各機関の取組に関することのほか、地方公共団体、事業者及び国民の責務などについて

も定めています。

国立成育医療研究センターにおいては、この趣旨に基づき、環境物品等の調達を積極的に

推進しました。特定調達物品等以外の調達に当たっては、エコマーク等の認定を受けている製品

またはこれと同等の環境物品を調達するよう努めています。

◆国立研究開発法人 国立成育医療研究センター

〒157-8535 東京都世田谷区大蔵2-10-1
ＴＥＬ．03-3416-0181（代表）

ＦＡＸ．03-3416-2222
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